



要 旨  
 
｢精神保健福祉学｣ の構築  
－精神科ソーシャルワークに立脚する実践科学として－  
 
































































































































 第Ⅶ章では、精神保健福祉の語が一般化する 1990 年代以降、「ソーシャルワークと医療
の重複領域」における、精神科ソーシャルワーカーの動向を検証する。  





















 2008 年と 2011 年の日本学術会議による提言では、精神保健福祉士に対し医療ソーシャ
ルワーカーが国家資格ではない認定資格へ位置づけられ、両者が並立している。すなわち
制度上、精神科ソーシャルワークと医療ソーシャルワークは別であることが示唆される。
ソーシャルワークの医療における実践である医療ソーシャルワークと比して、精神科ソー
シャルワークはソーシャルポリシーとの深いかかわりに特徴がある（5）。  
 
 第Ⅷ章では、精神科ソーシャルワーク実践を理論化する「精神保健福祉学」の実像を描
出する。まず、基盤となる社会福祉学の現代的特質を明らかにする。どちらの目的も第一
に当事者の社会的復権と地域生活支援であるため、彼（女）らが有する経験知（知恵）を
論考の起点とし、その流れを示す（1）。  
 専門職と当事者の力関係には専門職優位な非対称性がある。これを対称化するには、当
事者の言説から学ぶ姿勢が大切である。近年のソーシャルワークは実践および研究の多く
が当事者との関係を前提とし、質的に共通した「研究的実践」である。実践者と研究者の
違いは、人間から環境へ向かう帰納的アプローチに実践者が、観察事実を検証する演繹的
アプローチに研究者が属すといった、当事者への接近方法に収斂する。  
 他方、これはソーシャルポリシーへ重きを置かなくなった帰結でもある。専門職がソー
シャルワークを媒介に実践を展開しても、当事者がソーシャルポリシーより受ける影響は
直ちに減らない。そして、わが国の精神障害者はソーシャルポリシーと相克的な状況にあ
った。精神科ソーシャルワークにおいて環境から人間に向かう演繹的アプローチは、研究
者からの接近法にとどまらない（2）。  
 精神科ソーシャルワーカーは長期・社会的入院、低い水準の医療体制、福祉制度の遅れ、
そして社会防衛として構造的にそれらを支えてきた施策の変革を伴うシステムを築かねば
ならない。「精神保健福祉学」の構築は、社会制度を活用する帰納的な視点の保持とともに、
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それらを新たな体系へ改めていく演繹的な努力によって現実化する（3）。  
 2013 年に精神保健福祉法が改正され、医療保護入院の要件へ新たに「家族等の同意」が
設けられた。これに対し日本精神保健福祉士協会は、素案の段階で精神科ソーシャルワー
カーが「同意でなく関与」を行うと位置づけた。他方、同法による移送制度では、かねて
より精神科ソーシャルワーカーの見立てが精神保健指定医の判断に影響を与えている。  
 つまり、新たな医療保護入院における見立てが同意か、関与かは法律上の差であって、
実践上は同等と言えよう。従って、「Y 問題ではないのか」の疑念の解決には、関与の確認
からさらに一歩進まねばならない。この問い立てを、多職種協働の現況に即して検証する
のが「精神保健福祉学」である。  
 その検証は、一職種の同意・関与といった精神保健福祉法内の位置づけにとどまらず、
人権擁護の観点から当事者の立場で行われる。「精神保健福祉学」における精神保健福祉と
は、国家資格名称の一部というより、学際領域における当事者の問題解決へ向けた理論だ
からである（4）。  
 社会福祉、医療、教育は、わが国の制度のなかでしばしば並列的に論じられる。教育学
をめぐる近況は、方法論としてのナラティブや実践と研究の循環、法・制度への目配りな
ど「精神保健福祉学」と共通する点が多い。なかでも長期にわたる実践知の蓄積に対し、
短絡的な理解や模倣でなく体系化した認知が必要との論点は重要である（5）。  
 
 保健医療と社会福祉をつなぐ「精神保健福祉学」の構築は、精神科ソーシャルワークの
枠を超え領域横断的になされるべきである。学際の場で得られた研究成果を、各専門職が
自らの領域内にとどめず「精神保健福祉学」へ統合していくことで、その存在はより確か
になるだろう。  
 
